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周辺海域において油等汚染事件が発生した場合における迅速かつ的確な警

察措置の実施等について (通達)

日本の周辺海域において、油、有害液体物質、危険物その他の物質による汚染事件（以

下「油等汚染事件」という。）が発生した場合、「油等汚染事件への準備及び対応のため

の国家的な緊急時計画」（平成18年12月８日付け閣議決定）に基づき、国民の生命、身

体及び財産の保護等のため、関係行政機関、地方公共団体等が迅速かつ的確に対応する

こととされている。

油等汚染事件が発生した場合に警察が講じるべき措置等は下記のとおりであるので、

遺漏のないようにされたい。

なお、本通達の施行に伴い、「周辺海域において油等汚染事件が発生した場合におけ

る迅速かつ的確な警察措置の実施等について（通達）」(令和２年１月14日付け一般(地)

第３号)は、令和３年11月22日限り、無効とする。

記

１ 油等汚染事件の発生に備えた平時の措置

(1) 関係機関との連絡体制の確立

平素から酒田海上保安部及び消防をはじめとする関係機関、地方公共団体等と緊

密な連絡体制を確立し、相互の協力体制の整備を図ること。

(2) 情報収集・連絡体制の整備

油等汚染事件の発生時における情報収集を迅速かつ的確に行うことができるよう

にするため、情報収集・連絡体制を整備すること。

(3) 装備資機材の点検・整備

管轄区域内において油等汚染事件が発生した場合に活用可能な装備資機材につい

て、平素から点検・整備に努めること。

(4) 訓練への参画

酒田海上保安部及び消防をはじめとする関係機関、地方公共団体等との連携を強

化するため、油等汚染事件を想定した訓練への参画に努めること。

２ 油等汚染事件の発生時の措置

(1) 対応体制の確立

情報収集、関係機関との調整等を実施するための対応体制を早期に確立すること。

(2) 情報収集

警察用航空機、警察用船舶等を活用し、直ちに被害状況等について情報収集を行



うこと。また、関連する通報内容の集約・整理を行うこと。

なお、情報収集に当たっては、火災・爆発、ガス中毒等の二次災害の可能性も踏

まえ、汚染の原因物質の種類及び性状、拡散状況等の把握に努めること。

(3) 捜索・救助

多数の遭難者、行方不明者、死傷者等が生じていると認められる場合には、油等

汚染事件の発生地点等に応じ、関係機関と連携しつつ、警察用航空機、警察用船舶

等を活用して迅速な捜索・救助を実施すること。

(4) 避難誘導等

沿岸域で大規模な油等汚染事件が発生した場合等において、地域住民等の避難が

行われることとなるときは、関係機関と緊密に連携し、必要に応じ、地域住民等の

避難誘導その他所要の警察措置を実施すること。

なお、汚染の原因物質として引火性や毒性を有するものが排出された可能性があ

る場合には、火災・爆発、ガス中毒等の二次災害を防止するため、火気の使用制限

の指示・広報等の危険防止のための所要の措置を講じること。

(5) 警戒監視活動

関係機関と連携し、警察用航空機、警察用船舶等を活用した情報収集や沿岸にお

ける警ら活動を通じ、油等汚染事件に伴う漂着物の状況を把握するなど、必要な警

戒監視を行うこと。

(6) 応急対策

関係行政機関等から要請があった場合等においては、必要に応じ、危険防止の観

点から、油等汚染事件に伴う排出物質の防除の実施に関し、所要の協力を行うこと。

この際、油等汚染事件に伴う排出物質の直近で活動することとなる警察職員には、

排出物質の特性に応じた保護具を着装させるなど、警察職員の安全確保を徹底する

こと。

(7) 報告連絡

油等汚染事件又はそのおそれのある事案を認知した場合、本部警備第二課（夜間、

休日は総合当直長）に必要な報告連絡を直ちに行うこと。

（担当）警備第二課実施係


